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単
組
代
表
者
会
議
開
く

組
合
員
参
画
の
春
闘
要
求
を

　
県
本
部
は
、
１
月
　
日
に

24

単
組
代
表
者
会
議
を
開
催

し
、
　
、
　
日
に
開
か
れ
る

30

31

自
治
労
第
１
６
３
回
中
央
委

員
会
へ
臨
む
に
あ
た
り
、
県

本
部
の
態
度
を
決
定
し
ま
し

た
。
　
冒
頭
、
千
歳
委
員
長
は
、

今
通
常
国
会
で
は
防
衛
力
強

化
、
十
分
な
議
論
が
さ
れ
な

い
ま
ま
打
ち
出
し
た
原
子
力

政
策
転
換
、
具
体
的
中
身
の

見
え
な
い
異
次
元
の
少
子
化

対
策
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
議
論

が
さ
れ
る
と
し
、
そ
の
中
で

も
と
り
わ
け
会
計
年
度
任
用

職
員
へ
の
勤
勉
手
当
支
給
を

可
能
と
す
る
地
方
公
務
員
法

改
正
案
が
提
出
さ
れ
る
こ
と

に
触
れ
、
あ
ら
た
め
て
私
た

ち
の
職
場
と
政
治
と
の
関
わ

り
、
労
働
組
合
に
と
っ
て
の

政
治
活
動
の
重
要
性
を
話
し

ま
し
た
。
そ
し
て
、
４
月
の

統
一
自
治
体
選
挙
で
は
、
自

治
労
の
め
ざ
す
自
治
体
政
策

の
実
現
に
む
け
県
本
部
組
織

内
議
員
へ
の
支
援
を
訴
え
ま

し
た
。

　
ま
た
、
民
間
企
業
は
５
％

以
上
の
賃
上
げ
を
求
め
る
春

闘
情
勢
に
も
触
れ
、
賃
金
改

善
は
あ
く
ま
で
労
使
合
意
に

よ
り
決
定
さ
れ
る
も
の
で
あ

り
、
要
求
書
作
成
・
提
出
・

交
渉
を
基
本
に
、
賃
金
と
労

働
条
件
改
善
を
勝
ち
取
ろ
う

と
あ
い
さ
つ
し
ま
し
た
。

　
続
い
て
生
井
澤
書
記
長
か

ら
は
、
昨
年
の
地
公
労
妥
結

内
容
、
市
町
村
職
員
の
勤
務

条
件
に
対
す
る
助
言
に
つ
い

て
、
県
市
町
村
課
へ
の
申
入

れ
と
協
議
内
容
を
報
告
し
ま

し
た
。
地
公
労
の
妥
結
で

は
、
会
計
年
度
任

用
職
員
の
期
末
手

当
引
き
上
げ
や
家

族
看
護
休
暇
と
不

妊
治
療
休
暇
が
拡

充
さ
れ
て
い
る
こ

と
か
ら
、
各
単
組

の
取
り
組
み
の
一

助
と
し
て
い
こ
う

と
訴
え
ま
し
た
。

　
協
議
事
項
で

は
、
本
部
中
央
委

駅
悦

詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠
詠

員
会
に
む
け
て
県
本
部
の
考

え
方
に
つ
い
て
示
し
ま
し

た
。
本
部
春
闘
方
針
は
、
組

合
員
同
士
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
を
通
じ
た
単
組
活
動

の
活
性
化
と
組
織
強
化
に
よ

る
要
求
実
現
が
掲
げ
ら
れ
て

お
り
、
県
本
部
も
組
合
員
減

少
の
課
題
も
あ
る
こ
と
か
ら

本
部
方
針
に
賛
成
の
態
度
と

す
る
こ
と
。
当
面
の
闘
争
方

針
、
２
０
２
３
年
度
一
般
会

計
・
特
別
会
計
補
正
予
算
、

規
程
の
一
部
改
正
の
議
案
に

対
し
て
も
賛
成
の
態
度
と
す

る
こ
と
を
提
案
し
、
承
認
さ

れ
ま
し
た
。

　
県
本
部
は
２
０
２
３
春
闘

に
臨
む
に
あ
た
り
「
１
単
組

３
つ
の
要
求
」
を
掲
げ
て
い

ま
す
。
確
定
期
か
ら
の
引
き

続
く
課
題
や
組
合
員
が
取
り

組
ん
だ
生
活
・
労
働
実
態
調

査
結
果
な
ど
を
踏
ま
え
要
求

書
を
作
成
・
提
出
し
、
１
つ

で
も
多
く
の
課
題
の
前
進
を

は
か
り
ま
す
。

　
今
後
は
、
本
部
中
央
委
員

会
を
踏
ま
え
、
２
月
　
日
に

17

県
本
部
中
央
委
員
会
で
春
闘

方
針
を
決
定
、
同
日
に
春
闘

総
決
起
集
会
を
開
催
し
、
春

闘
の
成
功
に
む
け
て
取
り
組

み
ま
す
。
組
合
員
の
皆
さ
ん

が
一
人
ひ
と
り
声
を
上
げ
る

こ
と
で
単
組
の
要
求
書
作
成

を
実
現
し
、
交
渉
・
協
議
、

職
場
改
善
に
む
け
て
取
り
組

み
を
強
化
し
て
い
き
ま
し
ょ

う
。
 組
織
内
議
員
が
決
意
表
明
 

　
ま
た
、
こ
の
日
は
４
月
統

一
自
治
体
選
挙
に
出
馬
予
定

の
県
本
部
組
織
内
議
員
、
岡

野
孝
男
石
岡
市
議
会
議
員
、

菅
谷
つ
よ
し
鹿
嶋
市
議
会
議

員
、
は
ぎ
や
慎
一
水
戸
市
議

会
議
員
が
か
け
つ
け
、
決
意

表
明
を
行
い
ま
し
た
。
組
織

内
議
員
と
と
も
に
自
治
労
の

政
策
実
現
、
公
共
サ
ー
ビ
ス

拡
充
を
め
ざ
し
て
い
き
ま

し
ょ
う
。

本部中央委員会にむけて開いた単組代表者会議

参加者募集
第１回ユニオンセミナー
組合活動の基礎を学ぶ場として、セミナーを開きます。
年度が替わり、新たな執行部となった単組役員、青年・
女性部役員、共済事務担当者、もちろん組合活動に興味
のあるかた、どなたでも参加できます。単組役員までお
声がけください。

日時　2023年２月25日（土）　10:00～16:30
場所　自治治労会館（水戸市桜川2-3-30）または
　　　県南会館（牛久市中央2-27-2）
内容　自治労運動について、自治労共済について、
　　　給与制度の仕組み、私たちの権利

４月統一自治体選挙・組織内議員推薦決定

1962年生まれ。茨城大学卒、同大学院修了。
水戸市役所入職。2019年水戸市議会議員に
初当選。

1958年生まれ。岩手大学卒業後、旧鹿島町役場入職。
鹿嶋市職員組合執行委員長、県本部書記長、副委員長
歴任。2015年鹿嶋市議会議員に初当選。現在２期目。

1948年生まれ。石岡一高卒業後、旧八郷町
役場入職。2003年八郷町議会議員初当選、
2007年石岡市議会議員。現在４期目。

岡
野
孝
男

菅
谷
つ
よ
し

は
ぎ
や
慎
一

石
岡
市
議
会
議
員

（
立
憲
民
主
党
・
現
）

鹿
嶋
市
議
会
議
員

（
立
憲
民
主
党
・
現
）

水
戸
市
議
会
議
員

（
立
憲
民
主
党
・
現
）

県本部第１回中央委員会
日時 2023年２月17日（金） 15：00～
場所 水戸市　自治労会館
内容 2022現業・公企統一闘争総括（案）
 2023春闘方針（案）・当面の闘争方針(案)
 専従役員の数および役職の承認（案） 他

な
っ
て
取
り
組
も
う
」
と
し

ま
し
た
。

　
経
過
報
告
の
質
疑
討
論
で

は
、
茨
城
を
代
表
し
生
井
澤

書
記
長
か
ら
、「
常
陸
太
田

市
下
水
道
事
業
に
係
る
職
員

給
与
減
額
の
取
り
組
み
の
経

過
、
そ
の
教
訓
か
ら
の
組
織

強
化
」
に
つ
い
て
発
言
し
ま

し
た
。

　
発
言
で
は
、
給
与
減
額
が

提
案
さ
れ
て
以
降
、
組
合
員

第
１
６
３
回
中
央
委
員
会

組
織
強
化
を
発
言

茨城
　
１
月
　
、
　
日
、
自
治
労

30

31

第
１
６
３
回
中
央
委
員
会
が

開
か
れ
ま
し
た
。

　
川
本
委
員
長
は
あ
い
さ
つ

で
、
「
要
求
書
提
出
・
交
渉

実
施
で
春
闘
勝
利
を
め
ざ

し
、
新
規
採
用
な
ど
組
織
強

化
を
実
現
し
よ
う
。
ま
た
、

防
衛
費
増
額
や
原
発
再
稼
働

な
ど
岸
田
政
権
に
抗
す
る
た

め
４
月
統
一
自
治
体
選
で
推

薦
候
補
の
必
勝
に
一
丸
と

が
一
丸
と
な
り
行
っ
た
交

渉
・
協
議
は
、
組
合
が
労
働

条
件
を
確
保
す
る
と
い
う
労

働
組
合
の
存
在
意
義
を
示
し

た
こ
と
。
こ
う
し
た
日
常
の

活
動
を
着
実
に
行
い
組
合
員

と
の
信
頼
と
団
結
を
得
て
、

さ
ら
な
る
組
織
の
強
化
に
つ

な
げ
る
決
意
を
述
べ
ま
し

た
。
　
議
案
で
は
、
春
闘
方
針
、

当
面
の
闘
争
方
針
、
補
正
予

算
、
自
治
体
の
定
年
引
き
上

げ
に
応
じ
た
本
部
内
規
約
の

改
正
が
提
案
さ
れ
、
全
て
の

議
案
は
賛
成
多
数
で
承
認
さ

れ
ま
し
た
。
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高
萩
市
職
現
業
評
議
会
が
報
告

団
体
交
渉
で
５
級
獲
得

　
現
業
評
議
会
の
抱
え
る
さ

ま
ざ
ま
な
課
題
の
共
有
と
解

決
に
む
け
て
「
本
部
現
業
セ

ミ
ナ
ー
」
が
２
０
２
２
年
　11

月
　
日
に
東
京
の
自
治
労
会

27
館
で
開
か
れ
ま
し
た
。
セ
ミ

ナ
ー
で
は
、
成
果
を
勝
ち

取
っ
た
単
組
の
事
例
報
告
と

し
て
高
萩
市
職
現
業
評
議
会

の
赤
津
誠
二
さ
ん
が
「
５
級

創
設
の
道
の
り
」
と
題
し
報

告
し
ま
し
た
。

　
高
萩
市
職
現
業
評
議
会
は

長
年
に
わ
た
り
活
動
が
止

ま
っ
て
い
ま
し
た
が
、
２
０

０
６
年
に
行
わ
れ
た
給
与
構

造
改
革
時
に
一
方
的
な
任
用

替
え
が
行
わ
れ
た
こ
と
も
あ

り
活
動
を
再
始
動
し
、
基
本

組
織
と
と
も
に
「
任
用
替
え

ル
ー
ル
」
を
労
使
協
議
に
よ

り
獲
得
し
ま
し
た
。
そ
の
後

は
任
用
替
え
が
進
み
、
現
業

職
員
が
　
人
ま
で
落
ち
込
ん

10

だ
一
方
で
、
減
少
に
よ
り
一

人
ひ
と
り
が
組
合
と
の
関
わ

り
が
増
え
、
活
動
へ
の
意
識

が
変
化
し
、
現
業
評
議
会
の

運
動
が
強
化
さ
れ
ま
し
た
。

　
ま
た
、
県
本
部
現
業
評
議

会
へ
の
関
わ
り
に
よ
っ
て
他

単
組
と
の
交
流
も
生
ま
れ
、

賃
金
改
善
・
昇
格
改
善
の
必

要
性
を
あ
ら
た
め
て
確
認
。

特
に
、
行
政
職
（
二
）
俸
給

表
の
４
級
止
ま
り
の
課
題
に

つ
い
て
、
５
級
創
設
を
掲
げ

基
本
組
織
と
一
緒
に
粘
り
強

く
交
渉
し
、
５
級
獲
得
と
な

る
ま
で
の
経
過
を
報
告
し
ま

し
た
。

　
こ
の
よ
う
な
事
例
報
告
を

も
と
に
交
渉
や
協
約
締
結
の

重
要
性
・
必
要
性
を
再
確
認

す
る
と
と
も
に
、
各
単
組
の

現
業
評
議
会
結
成
の
追
求
、

労
働
組
合
法
が
適
用
さ
れ
る

現
業
労
働
者
が
協
約
締
結
権

を
活
用
し
た
運
動
展
開
が
重

要
で
す
。

　
賃
金
・
労
働
条
件
の
改
善

は
交
渉
を
積
み
上
げ
る
こ
と

が
唯
一
の
手
法
で
す
。
安
全

で
安
心
し
て
働
き
続
け
ら
れ

る
職
場
環
境
の
整
備
に
む
け

て
、
評
議
会
、
単
組
、
県
本

部
が
連
携
し
取
り
組
み
を
進

め
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

土
浦
市
職
員
組
合

執
行
委
員
長
　
阿
部
　
秀
樹

副
執
行
委
員
長
　
棚
谷
　
佳
典

書
　
記
　
長
　
今
関
　
勇
太

執
　行
　委
　員
　
池
田
　
幸
子

執
　行
　委
　員
　
中
島
　
千
明

執
　行
　委
　員
　
渡
辺
　
真
紀

執
　行
　委
　員
　
中
村
　
清
美

大
子
町
職
員
組
合

執
行
委
員
長
　
藤
田
　
浩
二

副
執
行
委
員
長
　
鈴
木
　
和
也

書
　
記
　
長
　
高
村
　
喜
尚

執
　行
　委
　員
　
石
井
　
錬
志

単単
組組新

役

　
新
役
員員

執
　行
　委
　員
　
長
山
　
圭
吾

執
　行
　委
　員
　
藤
田
　
光
希

執
　行
　委
　員
　
米
久
　
敦
士

執
　行
　委
　員
　
鈴
木
　
憲
子

執
　行
　委
　員
　
藤
田
美
紗
都

執
　行
　委
　員
　
見
代
　
拓
生

執
　行
　委
　員
　
島
根
　
芳
明

執
　行
　委
　員
　
小
口
　
　
勇

執
　行
　委
　員
　
渡
邉
　
直
矢

鹿
行
ブ
ロ
ッ
ク
協
議
会

議
　
　
長
　
　
新
堀
　
　
靖

（
鉾
田
市
職
）

副
　議
　長
　
　
津
賀
　
勇
人

（
神
栖
市
職
）

副
　議
　長
　
　
飯
島
　
　
優

（
鹿
嶋
市
職
）

事
務
局
長
　
　
豊
田
　
隆
弘

（
鉾
田
市
職
）

現業セミナー
現
業
セ
ミ
ナ
ー
で
報
告
す
る

赤
津
誠
二
さ
ん
（
高
萩
市
職
）

政府の各種動向に対する自治労本部書記長談話（抜粋）
 「ＧＸ実現に向けた基本方針～今後10年を見据えたロードマップ～」の決定 
　化石燃料中心の経済・社会、産業構造をクリーンエネルギー中心に移行させ、経済社会シ
ステム全体の変革、すなわちＧＸ（グリーントランスフォーメーション）を実行するべく必
要な施策を検討してきたＧＸ実行会議は、12月22日「ＧＸ実現に向けた基本方針～今後10
年を見据えたロードマップ～」を決定した。
　再生可能エネルギーを主力電源とする一方、「原子力は脱炭素のベースロード電源として
の重要な役割を担う」「2030年度電源構成に占める原子力比率20～22％達成に向け、安全最
優先で再稼働を進める」「持続的に原子力を活用するため、次世代革新炉の開発・建設に取
り組む」としたことは政府のこれまでの方針を大きく転換するものであり、極めて遺憾。
　私たちは、地震などの自然災害が多発する日本において、一度事故が起きれば制御不能と
なる原発の実態と被災住民の耐え難い苦しみを2011年の福島第一原発事故で目の当たりに
してきた。自治労は、引き続き原水禁に結集して「脱原発」社会の実現に向け、政府の原発
依存エネルギー政策の転換を求める取り組みを強化していく。

2022年12月22日

 安全保障関連３文書の閣議決定 
　12月16日、岸田内閣は「安全保障関連３文書（「国家安全保障戦略」「国家防衛戦略」「防
衛力整備計画」）」を閣議決定した。
　自治労は、この閣議決定について、①「反撃能力」の名のもとに、相手国のミサイル発射
の兆候をつかみ長射程ミサイルで、相手国のミサイルを無力化するシステムの構築など先制
攻撃の領域に踏み込んだことは国際法違反であり日本国憲法をも逸脱、②現在の防衛能力の
過不足などの緻密な議論もなく、防衛費のＧＤＰ比２％水準への引き上げありき、③防衛費
増額にともなう必要財源確保の検討が全くされていない、④有事の住民避難計画の実効性確
保など議論が全くされていない、⑤敵基地攻撃能力保有を含む大幅軍拡は、東アジア周辺国
の軍事的緊張を高め極めて問題がある。防衛政策大転換であるにもかかわらず、国民の理解
も深まっていない中、国会での議論を経ず閣議決定したことは誠に遺憾、強く抗議する。
　自治労は、これまでも東アジアの軍事的緊張緩和には「人間の安全保障」の視点で不断の
外交努力を通じた相互理解が最も有効であることを訴えてきた。今後も平和フォーラムに
結集し、「安全保障関連３文書」関係法案対策に立憲民主党を中心とする協力政党や国会議員
対策を強化していく。

2022年12月19日

 2023年度政府予算案・地方財政対策 
　2023年度政府予算案（12月23日閣議決定）は、一般会計歳出総額は11年連続過去最大と
なった。防衛費1.4兆円増の影響を受け、2022年度当初比6.8兆円増と、財政規律が失われた
かのような急激な伸びとなっている。
　防衛費の大幅増額は、その場しのぎ且つ強引な手法に批判が集中している。これら予算措
置は、防衛政策の大転換を既定するものであり、自治労としては国会での厳しい追及と同予
算案の抜本的な見直しを求める。
　2023年度地方財政対策は、前年度を上回る水準が確保され、財政健全化にも配慮されて
おり、地方の期待に一定応える内容と言える。そのうえで、なおも例年、財源不足が生じて
いること、また地方の借入金残高は依然として約182兆円程度が見込まれていること、地方
交付税の法定率引き上げなどを含め、コロナ後も見据えた地方財政の確立にむけ、引き続き
抜本的な対策を求める。
　給与関係経費計上の地方公務員数は231.7万人と前年より0.3万人の増員が見込まれ、各自
治体における人員確保闘争を一層活性化させる必要がある。
　マイナンバーカードでは、「上位３分の１の市町村が達している交付率」以上の市町村以外
の自治体にも一定の額の交付が確保された点は、この間の運動の成果といえるが、自治労
は、引き続き国による強引な政策誘導がされないよう、制度の運用状況を注視していく。
　2023年度地方財政対策について、自治労が再三求めてきた、感染症対応業務に限らない、
保健所および地方衛生研究所職員の150人増員も今回盛り込まれていることは一定評価した
い。今後も、現場の声を国政に反映させる取り組みが求められる。
　自治労は引き続き、地方財政の確立はもとより、平和の維持と地域生活の向上に根差しな
がら、地域公共サービス労働者の声を国政に届けなければならない。そのため、協力国会議
員団、また立憲民主党をはじめとする協力政党、地方６団体など広範な連携をめざし、引き
続き全力で取り組みを進める。

2023年１月６日
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